
ＪＡたじま自己改革の取り組み状況について 

 

ＪＡたじまでは、中期計画 Plan2020を自己改革ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑと位置付け、持続的な地域農業の維持・振興

とくらしやすい地域社会の実現に向けて、総合事業を通じた「農業者の所得増大」「農業生産の拡大」「地

域の活性化」を基本目標とする自己改革に取り組んでいます。 

 

Ⅰ．農業生産の拡大と農業者の所得増大 

取組事項 具体的施策 平成 30年度の取組状況・実績 

直販米の販路拡大 ｺｳﾉﾄﾘ育むお米の関東圏への

販路拡大 

 関東 1都 11県をｴﾘｱとする生協ｸﾞﾙｰ

ﾌﾟとの取引伸長 

平成 29年度実績 48ｔ 

→平成 30年度実績 60ｔ 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ販売の拡大  ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞｻｲﾄ「地米屋」の販売拡大 

平成 30 年度実績 7,628 万円（前年

比 137％増） 

環境に配慮した米づくりの

促進 

GLOBALG.A.P.の認証取得  GLOBALG.A.P.の認証取得のｺｳﾉﾄﾘ育

むお米のうち、約 50ｔで有機ＪＡＳ

認証を取得。 

ｺｳﾉﾄﾘ育むお米のﾌﾞﾗﾝﾄﾞ力強

化 

東南アジア等への輸出拡大  輸出 5か国（米国・ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ・香港・

ＵＡＥ・ｵｰｽﾄﾗﾘｱ） 

地産地消を広げる直売所の

整備 

たじまんま和田山の開設  10 月にｴｰｺｰﾌﾟ併設型直売所「ＪＡﾌ

ｧｰﾏｰｽﾞ・たじまんま和田山」ｸﾞﾗﾝﾄﾞ

ｵｰﾌﾟﾝ 

たじまﾋﾟｰﾏﾝの生産・販売拡

大 

有利販売による販売高の拡

大 

 天候不順による出荷量減も、有利販

売により販売高 1.95 億円（前年比

101％） 

朝倉さんしょの生産・販売拡

大 

作付本数と販路の拡大  継続的な販路拡大に取り組み、5 年

連続の販売高増（3,659万円） 

 

Ⅱ．持続的な但馬農業の実現 

取組事項 具体的施策 平成 30年度の取組状況 

稲作におけるｺｽﾄ低減支援 低コスト新技術・資材の導入  密苗移植の実証試験を実施 

 担い手向け大型規格農薬の取扱い

品目を増加（2→3） 

広域型集落営農組織の育

成・支援 

広域型集落営農組織の立ち

上げ支援 

 県制度による「地域農地管理事業」

を 1地区で開始。 

 管内 2地区で意見交換会を開催 

小規模農家の営農活動支援 年回資材購入・施設利用ｶﾀﾛ

ｸﾞの作成 

 平成 29 年度から作成・配付した「栽

培のしおり」の利便性向上に向けた

改良を実施 



Ⅲ．但馬牛の生産振興 

取組事項 具体的施策 平成 30年度の取組状況 

補助事業を活用した畜産振

興 

ＪＡリースによる牛舎の整

備 

 ｸﾗｽﾀｰ事業を活用し、個人農家の牛

舎および町営ｱﾊﾟｰﾄ牛舎を設置 

繁殖素牛の導入  平成 31年 2月時点 3,954頭 

（前年比＋241頭） 

繁殖周期の短縮や子牛事故

率の低減に向けた指導強化 

個体管理の徹底と牛舎環境

の改善 

 鼻腔吸入ﾜｸﾁﾝや牛舎衛生薬剤の継

続的な配付・使用促進 

但馬牛の伝統と系譜を守る

ための育種・改良方向の堅持 

日本農業遺産の取得  平成 31 年 2 月「兵庫美方地域の但

馬牛ｼｽﾃﾑ」が日本農業遺産認定 

 

Ⅳ．地域の活性化 

取組事項 具体的施策 平成 30年度の取組状況 

地域に根ざした信用・共済事

業の展開 

農家世帯向け税務相談会の

開催 

 平成 31年 1月開催（14名参加） 

ﾛｰﾝﾌﾟﾗｻﾞの開設  平成 31 年 4 月より豊岡市九日市に

ﾛｰﾝﾌﾟﾗｻﾞ開設（八条分店併設） 

総合渉外担当者の拡充  平成 30 年度より全ての総合支店で

総合渉外担当者を配置 

地域ふれあい活動への組合

員の参画と活動の充実 

支店運営委員会の機能・名称

の見直し 

 平成 30 年度から支店運営委員会を

「地域ふれあい委員会」に名称変更 

地域貢献の取組 交通安全教室の開催  ｽﾀﾝﾄﾏﾝを起用した自転車交通安全

教室の開催 

平成 30年度実績管内 5中学校 

ｼﾙﾊﾞｰｻﾎﾟｰﾄ活動の実施（ＬＰ

ｶﾞｽ） 

 高齢世帯への器具点検・安全指導 

平成 30年度実績 101件訪問 

食農体験教室「あぐりｷｯｽﾞｽｸ

ｰﾙ」の開講 

 但東・香住・八鹿会場で開催 

平成 30年度実績 3会場 56名参加 

 

Ⅴ．経営基盤の強化 

取組事項 具体的施策 平成 30年度の取組状況 

ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ態勢の強化 会計監査人監査の導入に向

けた内部統制の整備 

 経済事業について内部統制強化に

向けた業務ﾏﾆｭｱﾙを整備 

総合性と専門性を持った職

員の育成 

人材育成ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの策定  令和2年度からの新人事制度導入に

向けてﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ等でﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ骨格を

検討 

 


